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平成３１年度 守口市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 平成３１年度守口市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）水 洗 化 人 口 １４３，５００人

（２）年 間 総 処 理 水 量 ２５，９４０，０００㎥

（３）年 間 有 収 水 量 １５，８９５，０００㎥

（４）主要な建設改良事業 管 渠 整 備 事 業 工事費等 １，７７６，９２６千円 管渠更新工事等

ポンプ場整備事業 工事費等 ３９５，３２５千円 ポンプ設備更新工事等

処 理 場 整 備 事 業 工事費等 ５２，４０４千円 処理場更新工事等

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 ４，５０２，８８３千円

第１項 営 業 収 益 ３，６６４，７５７千円

第２項 営 業 外 収 益 ８３８，１１６千円

第３項 特 別 利 益 １０千円



支 出

第１款 下水道事業費用 ３，８１４，３５６千円

第１項 営 業 費 用 ３，５３５，９７６千円

第２項 営 業 外 費 用 ２７４，８８０千円

第３項 特 別 損 失 ３，０００千円

第４項 予 備 費 ５００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，２６２，５８７千円は、

当年度分損益勘定留保資金１，０６４，１９９千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７９，９０６千円、減債積立金１１

８，４８２千円で補てんするものとする。）。

収 入

第１款 資本的収入 ２，１７３，８９０千円

第１項 企 業 債 １，４２４，８００千円

第２項 他 会 計 負 担 金 ７７，９９０千円

第３項 国 庫 補 助 金 ６７１，０００千円

第４項 負 担 金 等 １００千円

支 出

第１款 資本的支出 ３，４３６，４７７千円

第１項 建 設 改 良 費 ２，２２４，６５５千円

第２項 固 定 資 産 購 入 費 １７９，８２２千円

第３項 企 業 債 償 還 金 １，０３２，０００千円



（継続費）

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

千円 千円

１資本的支出 １建設改良費

松下菊水放流幹線

築造工事
２，０００，０００

平成２９年度 ４５４，４８０

平成３０年度 ８４８，９３６

平成３１年度 ６９６，５８４

本町松下線築造工

事(その 1)
９００，０００

平成３１年度 ６００，０００

平成３２年度 ３００，０００

大枝寺方線築造工

事
１８０，０００

平成３１年度 １２０，０００

平成３２年度 ６０，０００



（債務負担行為）

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企 業 債）

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

窓口支援システム導入事業 平成３６年度まで ６，８８６ 千円

寺方ポンプ場改築更新基本設計及び導入可能性

調査事業
平成３２年度まで １８，４４７ 千円

門真守口増補幹線関連事業 平成３２年度まで ９５，０００ 千円

合 計 １２０，３３３ 千円

起債の目的 限度額
起債の

方 法
利率

償 還 の 方 法

資金区分 償還期限 左のうち据置期間 償還方法 そ の 他

下水道施設整備

事業
1,345,900 千円

普 通 貸 借

(証書借入)

又 は

証 券 発 行

年

7.0％

以 内

政 府

地 方 公 共

団 体

金 融 機 構

そ の 他

40 年

以内
5年以内

年賦又は

半 年 賦

元利均等

元金均等

左記の条件の範囲内において借

入先に融通条件がある場合その条

件に従うことができる。

ただし、財政の都合により償還期

限及び据置期間を短縮し、若しくは

繰上償還又は低利に借換えること

ができる。

なお、起債前借又は翌年度に繰越

して借入れることができる。

寝屋川北部流域

下水道事業
78,900 千円

合 計 1,424,800 千円



（一時借入金）

第８条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失

（２）建設改良費、固定資産購入費及び企業債償還金

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 ３６６，０２２千円

（利益剰余金の処分）

第１１条 繰越利益剰余金のうち２００，０００千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）減債積立金 ２００，０００千円

平成３１年２月２０日提出

守口市長 西 端 勝 樹



予 算 に 関 す る 説 明 書



1 下 水 道 事 業 収 益 4,502,883 千円

1 営 業 収 益 3,664,757

1 下 水 道 使 用 料 2,350,000 下水道使用料

2 下 水 道 施 設 使 用 料 755 下水道施設に対する使用料

3 雨 水 処 理 負 担 金 1,313,676 雨水処理に係る一般会計負担金

4 そ の 他 の 営 業 収 益 326 指定工事店指定申請手数料等

2 営 業 外 収 益 838,116

1 他 会 計 負 担 金 32,334 企業債利息等の収益的支出に係る一般会計負担金

2 長 期 前 受 金 戻 入 765,841 償却資産の減価償却等に伴う長期前受金の収益化額

3 雑 収 益 39,941 流域調節池運転管理受託収入等

3 特 別 利 益 10

1 過 年 度 損 益 修 正 益 10 過年度損益修正益

平成31年度    守口市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予定額 備    考



1 下 水 道 事 業 費 用 3,814,356 千円

1 営 業 費 用 3,535,976

1 管 渠 費 256,468 管渠の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 369,010 ポンプ場等の維持管理に要する費用

3 処 理 場 費 363,431 処理場の維持管理に要する費用

4 総 係 費 286,166 事業活動の全般に関連する費用

5 減 価 償 却 費 1,800,171 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費

6 資 産 減 耗 費 22,000 有形固定資産及び無形固定資産の除却費

7 流 域 下 水 道 維 持 438,730 流域下水道の維持管理に要する負担金

管 理 負 担 金

2 営 業 外 費 用 274,880

1 支 払 利 息 及 び 234,380 企業債利息等

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消 費 税 及 び 40,000 消費税及び地方消費税納付税額

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 500

3 特 別 損 失 3,000

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,000 過年度損益修正損

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

支　　　出

款 項 目 予定額 備    考



1 資 本 的 収 入 2,173,890 千円

1 企 業 債 1,424,800

1 企 業 債 1,424,800

2 他 会 計 負 担 金 77,990

1 他 会 計 負 担 金 77,990 企業債元金償還の資本的支出に係る一般会計負担金

3 国 庫 補 助 金 671,000

1 国 庫 補 助 金 671,000 国庫補助事業に充当する補助金

4 負 担 金 等 100

1 受 益 者 負 担 金 100 受益者負担金

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予定額 備    考

管渠及びポンプ場並びに処理場整備事業に充当する企業債



1 資 本 的 支 出 3,436,477 千円

1 建 設 改 良 費 2,224,655

1 管 渠 整 備 費 1,776,926 管渠整備工事費等

2 ポ ン プ 場 整 備 費 395,325 ポンプ場整備工事費等

3 処 理 場 整 備 費 52,404 処理場整備工事費等

2 固 定 資 産 購 入 費 179,822

1 有形固定資産購入費 1,143 調査用備品等

2 無形固定資産購入費 178,679 流域下水道建設負担金等

3 企 業 債 償 還 金 1,032,000

1 企 業 債 償 還 金 1,032,000 既往債償還元金

支　　　出

款 項 目 予定額 備    考



（単位　円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 608,620,810

減価償却費 1,800,171,000

資産減耗費 22,000,000

退職給付引当金の増加額 39,150,000

賞与引当金の増加額 467,000

法定福利費引当金の増加額 47,000

貸倒引当金の増加額 500,000

長期前受金戻入額 △ 765,841,000

支払利息及び企業債取扱諸費 234,380,000

営業及び営業外未収金等増加額 △ 32,352,173

営業及び営業外未払金等増加額 4,216,920

小計 1,911,359,557

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 234,380,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,676,979,557

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 2,253,693,315

国庫補助金による収入 671,000,000

負担金等による収入 100,000

他会計負担金による収入 77,990,000

投資活動に伴う未払金等の債務の減少額 △ 79,470,973

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,584,074,288

平成31年度　守口市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）



３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,424,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 1,032,000,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 392,800,000

現金預金の増加額 485,705,269

現金預金の期首残高 3,443,011,376

現金預金の期末残高 3,928,716,645



(2)

(0)

(2)

(1)

(0)

(1)

(1)

(0)

(1)

本年度

前年度

比 較

※　職員数の（ ）は、再任用短時間勤務職員数を記載

 給   与   費   明   細   書 

１　総   括

区       分

職 員 数 給　　与　　費
法定福利費 合     計

一般職（人）
給 料
(千円)

賃金
(千円)

手 当
（千円）

計
(千円) （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 18  73,898  0 129,208  203,106  31,296  234,402  

資本勘定支弁職員 15  57,442  0 51,725  109,167  22,453  131,620  

合   計 33  131,340  0 180,933  312,273  53,749  366,022  

前
年
度

損益勘定支弁職員 21  109,170  0 141,810  250,980  47,505  298,485  

資本勘定支弁職員 9  48,571  0 44,786  93,357  20,759  114,116  

合   計 30  157,741  0 186,596  344,337  68,264  412,601  

比
 
較

損益勘定支弁職員 △ 3  △ 35,272  0 △ 12,602  △ 47,874  △ 16,209  △ 64,083  

資本勘定支弁職員 6  8,871  0 6,939  15,810  1,694  17,504  

合   計 3  △ 26,401  0 △ 5,663  △ 32,064  △ 14,515  △ 46,579  

区 分
管理職手当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務 超過勤務
期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当 退職給付費

手　　当 手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手
当
の
内
訳

4,875 4,074 22,433 2,904 3,076 400 11,800 42,863 29,641 2,180 17,537 39,150

8,445 6,234 26,558 5,160 4,854 400 10,300 43,394 31,026 4,140 17,537 28,548

△ 3,570 △ 2,160 △ 4,125 △ 2,256 △ 1,778 0 1,500 △ 531 △ 1,385 △ 1,960 0 10,602



２　給料及び職員手当の増減額の明細

区  分 増減額（千円）

給与改定の状況

平成30年度給与改定に伴う平成31年度平年度化分

給料の改定率 0.17%

1,502

・異動による増減
・職員の退職による減

地 域 手 当 40

860 期 末 手 当 59

勤 勉 手 当 761

管 理 職 手 当 △ 3,570

扶 養 手 当 △ 2,160

地 域 手 当 △ 4,165

住 居 手 当 △ 2,256

通 勤 手 当 △ 1,778

△ 6,523 特殊勤務手当 0

超過勤務手当 1,500

期 末 手 当 △ 590

勤 勉 手 当 △ 2,146

児 童 手 当 △ 1,960

退 職 手 当 0

退 職 給 付 費 10,602

増減事由別内訳 （千円） 説    明  （千円） 備           考

給　
　

料

△ 26,401

給料改定に伴う増減分 251

昇 給 に 伴 う 増 加 分 平成32年1月昇給者数　　　23人

そ の 他 の 増 減 分 △ 28,154

職　

員　

手　

当

△ 5,663

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分



３　給料及び職員手当の状況

　　（１）職員1人当たりの給与

　　（２）初　任　給

区                分 一般行政職

平成31年1月1日現在

平均給料月額（円） 341,939

平均給与月額（円） 439,236

平  均  年  齢 45歳2カ月

区                分 一般行政職

平成30年1月1日現在

平均給料月額（円） 332,305

平均給与月額（円） 426,758

平  均  年  齢 45歳4カ月

区      分
一般行政職

（円）
一般会計の制度

（円）

高 校 卒 164,200 同

大 学 卒 194,000 同



　　（３）　級別職員数

  ※　職員数の（ ）は、再任用短時間勤務職員数を記載

　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　　分
一般行政職

級 職 員 数　（人） 構 成 比　（％）

平成31年1月1日現在

８　　　級 1 3.0 

７　　　級 0 0.0 

６　　　級 2 6.1 

５　　　級 3 9.1 

４　　　級 18 54.5 

３　　　級 6 18.2 

２　　　級 2 6.1 

１　　　級 1 3.0 

再　 任 　用 （1） 0.0 

計 33（１） 100.0 

区　　　　分
一般行政職

級 職 員 数　（人） 構 成 比　（％）

平成30年1月1日現在

８　　　級 1 3.1 

７　　　級 0 0.0 

６　　　級 2 6.3 

５　　　級 3 9.3 

４　　　級 15 46.8 

３　　　級 6 18.8 

２　　　級 2 6.3 

１　　　級 1 3.1 

再　 任 　用 2(4) 6.3 

計 32(4) 100.0 

区　　　　　　分 ８　　　級 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一般行政職
理事及び副理

事の職務
次長の職務 参事の職務 主幹の職務 副主幹の職務 主査の職務 主事の職務 副主事の職務



　（４）　特殊勤務手当

　（５）　期末手当・勤勉手当

　※　（　）は、再任用職員の支給率を記載

　（６）　定年退職に係る退職手当

　（７）　その他の手当

区　　　　　　　分 一 般 行 政 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (%) 0.00 

支 給 対 象 職 員 の 比 率 (%)
0.00 

平 成 31 年 １ 月 １ 日 現 在

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
0 

平 均 支 給 月 額 ( 円 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 下 水 道 管 内 作 業 手 当

区　　　分
支　 給　 期 　別 　支 　給　 率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
６月　（月分） 12月　（月分）

本 年 度
2.225 2.225 4.45 

有
(1.175) (1.175) (2.35)

前 年 度
2.125 2.275 4.40 

有
(1.075) (1.225) (2.30)

一般会計の制度 同 同 同 同

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

その他の加算措置等 備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２%～20%加算)

一般会計の制度
(支給率等) 同 同 同 同 同

区　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同



国(府)支出金 企業債

平成 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1 資本的
支出

1 建設改良
費

松下菊水放流幹線
築造工事

29 454,480 225,000 229,400 454,480 454,480 22.7 

30 848,936 367,000 481,900 848,936 848,936 42.5 

31 696,584 280,000 411,500 483,984 483,984 24.1 

計 2,000,000 872,000 1,122,800 1,303,416 483,984 1,787,400 89.4 

本町松下線築造工
事(その1)

31 600,000 250,000 350,000 600,000 600,000 66.7 

32 300,000 127,500 162,500 300,000 33.3 

計 900,000 377,500 512,500 600,000 600,000 300,000 100.0 

大枝寺方線築造工
事

31 120,000 50,000 70,000 120,000 120,000 66.7 

32 60,000 24,000 36,000 60,000 33.3 

計 180,000 74,000 106,000 120,000 120,000 60,000 100.0 

継 続 費 に 関 す る 調 書

款 項 事業名

全　体　計　画 前前年度

末までの

支払義務

発 生 額

前 年 度 末

ま で の

支払義務発

生

( 見 込 ) 額

当 該 年 度

支 払 義 務

発 生

予 定 額

当 該 年 度

末 ま で の

支 払 義 務

発 生

予 定 額

翌 年 度

以降の支払

義 務

発 生

予 定 額

継続費の

総 額 に

対 す る

進 捗 率

備 考
年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

その他

千円

80 

36 

5,084 

5,200 

0 

10,000 

10,000 

0 

0 

0 



期　　　　　　間 金　　　額 期　　　　　　間 金　　　額 下水道使用料等 国庫補助金 企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

電子計算機及び事務機器等借上事業

(平成27年度設定分)

清 掃 ・ 警 備 業 務 委 託 事 業

(平成28年度設定分)

電子計算機及び事務機器等借上事業

(平成29年度設定分)

電子計算機及び事務機器等借上事業

(平成30年度設定分)

大枝ポンプ場ほか運転委託事業

(平成30年度設定分)

守口処理場ほか運転委託事業

(平成30年度設定分)

窓口支援システム導入事業

(平成31年度設定分)

寺方ポンプ場改築更新基本設
計及び導入可能性調査事業

(平成31年度設定分)

門真守口増補幹線関連事業

(平成31年度設定分)

債 　務　 負 　担 　行　 為　 に 　関 　す　 る　 調　 書

事　　　　　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
左　　の　　財　　源　　内　　訳

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

987 平成30年度まで 377 平成32年度まで 251 251 0 0 0

2,624 平成30年度まで 752 平成33年度まで 922 922 0 0 0

11,546 平成30年度まで 2,553 平成33年度まで 5,580 5,580 0 0 0

1,348 平成30年度まで 0 平成34年度まで 1,348 1,348 0 0 0

424,254 平成30年度まで 0 平成33年度まで 424,254 424,254 0 0 0

529,730 平成30年度まで 0 平成33年度まで 518,730 518,730 0 0 0

6,886 平成36年度まで 6,886 6,886 0 0 0

18,447 平成32年度まで 18,447 18,447 0 0 0

95,000 平成32年度まで 95,000 95,000 0 0 0



1  固　定　資　産 円 円 円 円

(1) 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 2,741,346,497

ロ 建 物 1,089,362,943

減 価 償 却 累 計 額 △ 243,589,267 845,773,676

ハ 構 築 物 31,867,898,468

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,016,133,166 25,851,765,302

ニ 機 械 及 び 装 置 5,013,287,590

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,226,530,725 3,786,756,865

ホ 車 両 運 搬 具 5,811,560

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,635,340 2,176,220

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,579,148

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,118,928 1,460,220

ト 建 設 仮 勘 定 725,366,000

33,954,644,780

(2) 無　形　固　定　資　産

イ 施 設 利 用 権 4,526,324,474

ロ その他 無 形固 定 資 産 29,577,778

4,555,902,252

平成31年度    守口市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

(平成32年3月31日現在)

資    産    の    部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計



(3)

イ 出 資 金 4,000,000

4,000,000

38,514,547,032

2 流　動　資　産

(1) 3,928,716,645

(2) 532,899,976

△ 22,850,902 510,049,074

(3) 0

4,438,765,719

42,953,312,751

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



3 固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ 建設 改良 費等の財 源

に充てるための企業債 13,471,181,262 13,471,181,262

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 88,439,267 88,439,267

(3) 0

13,559,620,529

4 流　動　負　債

(1)

イ 建設 改良 費等の財 源

に充てるための企業債 1,049,181,706 1,049,181,706

(2) 1,438,571,140

(3)

イ 賞 与 引 当 金 14,373,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,799,000

ハ そ の 他 引 当 金 0

17,172,000

(4) 5,440,000

(5) 0

2,510,364,846

5

(1) 17,599,595,574

(2) △ 3,351,540,727

14,248,054,847

30,318,040,222

負    債    の    部

企 業 債

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



6 資　本　金 円 円 円 円

(1)

イ 固 有 資 本 金 9,165,252,690 9,165,252,690

9,165,252,690

7 剰　余　金

(1)

イ 減 債 積 立 金 403,680,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 3,066,339,839 3,470,019,839

3,470,019,839

12,635,272,529

42,953,312,751

資    本    の    部

資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項

1 　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (2)無形固定資産

①減価償却の方法 定額法を採用している。 ①減価償却の方法 定額法を採用している。

②主な耐用年数 建物 15～50 年 ②主な耐用年数 施設利用権        45年

構築物 10～50 年

機械及び装置 6～30 年

車両運搬具 　3～5 年

工具、器具及び備品 2～15 年

2 　引当金の計上方法

(1)貸倒引当金
　　

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

(2)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道部在職職員に係る退職手当の要支給額に相当する金額を簡便法により計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額16,779千円を除く。)

企業会計導入時差異(283,896千円)については、平成27年度から15年にわたり均等額を費用処理することとしている。

(3)賞与引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4ヶ月分)を

　  計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額6,160千円を除く。)

(4)法定福利費引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3

　　月までの4ヶ月分)を計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,200千円を除く。)

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

平成31年度　会計に関する書類の注記



Ⅱ． リース契約により使用する固定資産

1 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 499 千円

　1年超 830 千円

1,329 千円

Ⅲ． 予定貸借対照表等に関する注記

1 　企業債に関する事項

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、9,762,751千円である。

Ⅳ． その他

1 　リース取引の処理方法

　本事業は中小規模の地方公営企業に該当し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行なって

いる。

2 　引当金の目的使用による取崩し

(1)貸倒引当金

　当年度において、不納欠損金4,000千円を会計処理するため、貸倒引当金4,000千円を取り崩すこととしている。

(2)退職給付引当金

　当年度において、退職手当として35,000千円を支給するため、退職給付引当金35,000千円を取り崩すこととしている。
　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額15,000千円を除く。)

(3)賞与引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当として12,785千円(前年度の負担に属する額)を支給するため、賞与引当金12,785千円を取り崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額5,480千円を除く。)

(4)法定福利費引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として2,426千円(前年度の負担に属する額)を支出するため、法定福利費引当金2,426千円を取り

崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,040千円を除く。)

3 　一般会計負担金に関する事項

　一般会計が負担するものについて1,424,000千円（うち、100,000千円の精算分を含む。）を負担金として計上している。なお、一般会計が精算すると見込まれ

る額は、300,000千円である。

計



1 営　業　収　益 円 円 円

(1) 2,166,666,667

(2) 846,297

(3) 1,239,050,000

(4) 342,000 3,406,904,964

2 営　業　費　用

(1) 246,388,007

(2) 350,309,081

(3) 343,690,897

(4) 186,831,782

(5) 1,695,712,455

(6) 12,563,224

(7) 352,061,112

(8) 0 3,187,556,558

219,348,406

3 営　業　外　収　益

(1) 35,662,000

(2) 678,927,219

(3) 30,581,278 745,170,497

平成30年度    守口市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

　　　（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

下 水 道 使 用 料

下 水 道 施 設 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

流域下水道維持管理負担金

そ の 他 の 営 業 費 用

営 業 利 益

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益



4 営　業　外　費　用

(1) 269,493,000

(2) 22,122,123 291,615,123 453,555,374

672,903,780

5 特　別　利　益

(1) 9,260 9,260

6 特　別　損　失

(1) 2,777,778 2,777,778 △ 2,768,518

670,135,262

1,787,583,767

2,457,719,029

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



1  固　定　資　産 円 円 円 円

(1) 有　形　固　定　資　産

イ 土 地 2,741,346,497

ロ 建 物 1,089,362,943

減 価 償 却 累 計 額 △ 194,321,148 895,041,795

ハ 構 築 物 29,279,920,257

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,784,518,103 24,495,402,154

ニ 機 械 及 び 装 置 5,013,287,590

減 価 償 却 累 計 額 △ 925,421,181 4,087,866,409

ホ 車 両 運 搬 具 5,811,560

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,438,007 2,373,553

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,520,814

減 価 償 却 累 計 額 △ 980,987 539,827

ト 建 設 仮 勘 定 1,289,234,073

33,511,804,308

(2) 無　形　固　定　資　産

イ 施 設 利 用 権 4,611,125,924

4,611,125,924

平成30年度    守口市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

(平成31年3月31日現在)

資    産    の    部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計



(3)

イ 出 資 金 4,000,000

4,000,000

38,126,930,232

2 流　動　資　産

(1) 3,443,011,376

(2) 500,547,803

△ 22,350,902 478,196,901

(3) 0

3,921,208,277

42,048,138,509

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



3 固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ 建設 改良 費等の財 源

に充てるための企業債 13,096,381,262 13,096,381,262

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 49,289,267 49,289,267

(3) 0

13,145,670,529

4 流　動　負　債

(1)

イ 建設 改良 費等の財 源

に充てるための企業債 1,031,181,706 1,031,181,706

(2) 1,513,825,193

(3)

イ 賞 与 引 当 金 12,785,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,426,000

ハ そ の 他 引 当 金 0

15,211,000

(4) 5,440,000

(5) 0

2,565,657,899

5

(1) 16,895,858,089

(2) △ 2,585,699,727

14,310,158,362

30,021,486,790

負    債    の    部

企 業 債

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



6 資　本　金 円 円 円 円

(1)

イ 固 有 資 本 金 9,165,252,690 9,165,252,690

9,165,252,690

7 剰　余　金

(1)

イ 減 債 積 立 金 403,680,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 2,457,719,029 2,861,399,029

2,861,399,029

12,026,651,719

42,048,138,509

資    本    の    部

資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項

1 　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (2)無形固定資産

①減価償却の方法 定額法を採用している。 ①減価償却の方法 定額法を採用している。

②主な耐用年数 建物 15～50 年 ②主な耐用年数 施設利用権        45年

構築物 10～50 年

機械及び装置 6～30 年

車両運搬具 　3～5 年

工具、器具及び備品 2～15 年

2 　引当金の計上方法

(1)貸倒引当金
　　

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

(2)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道部在職職員に係る退職手当の要支給額に相当する金額を簡便法により計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額12,235千円を除く。)

企業会計導入時差異(283,896千円)については、平成27年度から15年にわたり均等額を費用処理することとしている。

(3)賞与引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3月までの4ヶ月分)を

　  計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額5,480千円を除く。)

(4)法定福利費引当金
　

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額(12月から3

　　月までの4ヶ月分)を計上している。

(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,040千円を除く。)

3 　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

平成30年度　会計に関する書類の注記



Ⅱ． リース契約により使用する固定資産

1 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 499 千円

　1年超 1,245 千円

1,744 千円

Ⅲ． 予定貸借対照表等に関する注記

1 　企業債に関する事項

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、9,891,032千円である。

Ⅳ． その他

1 　リース取引の処理方法

　本事業は中小規模の地方公営企業に該当し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行なって

いる。

2 　引当金の目的使用による取崩し

(1)貸倒引当金

　当年度において、不納欠損金4,330千円を会計処理するため、貸倒引当金4,330千円を取り崩すこととしている。

(2)退職給付引当金

　当年度において、退職手当とし30,800千円を支給するため、退職給付引当金30,800千円を取り崩すこととしている。
　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額13,200千円を除く。)

(3)賞与引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当として14,770千円(前年度の負担に属する額)を支給するため、賞与引当金14,770千円を取り崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額6,330千円を除く。)

(4)法定福利費引当金

　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として2,730千円(前年度の負担に属する額)を支出するため、法定福利費引当金2,730千円を取り

崩すこととしている。

　(なお、一般会計が負担すると見込まれる額1,170千円を除く。)

3 　一般会計負担金に関する事項

　一般会計が負担するものについて1,375,781,000千円（うち、100,000千円の精算分を含む。）を負担金として計上している。なお、一般会計が精算すると見込まれ

る額は、400,000千円である。

計



参 考 資 料



収　　入

1 下 水 道 事 業 収 益 4,502,883 千円

1 営 業 収 益 3,664,757

1 下 水 道 使 用 料 2,350,000

1 下 水 道 使 用 料 2,350,000 一　 般　 用 有 収 水 量 15,654,000 ㎥

調 定 金 額 2,343,468 千円

公衆浴場用 有 収 水 量 241,000 ㎥

調 定 金 額 6,532 千円

2 下 水 道 施 設 755

使 用 料

1 下 水 道 施 設 755 下水道施設使用料

使 用 料

3 雨 水 処 理 負 担 金 1,313,676

1 雨 水 処 理 負 担 金 1,313,676 雨水処理に対する一般会計からの負担金

4 そ の 他 の 営 業 収 益 326

1 手 数 料 326

2 営 業 外 収 益 838,116

1 他 会 計 負 担 金 32,334

1 他 会 計 負 担 金 32,334

2 長 期 前 受 金 戻 入 765,841

1 国 庫 補 助 金 471,460

長 期 前 受 金 戻 入

2 他 会 計 負 担 金 138,002

長 前 受 金 戻 入

3 府 補 助 金 43,380

長 期 前 受 金 戻 入

4 受 益 者 負 担 金 15,351

長 期 前 受 金 戻 入

5 受 贈 財 産 評 価 額 97,648

長 期 前 受 金 戻 入

平成３1年度    守口市下水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

款 項 目 節 予定額 備　　考

指定工事店指定申請手数料等

企業債利息等の収益的支出に係る一般会計負担金

減価償却に伴う国庫補助金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う他会計負担金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う府補助金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う受益者負担金長期前受金の収益化額

減価償却に伴う受贈財産評価額長期前受金の収益化額



3 雑 収 益 39,941 千円

1 不 用 品 売 却 収 益 150

2 そ の 他 の 雑 収 益 39,791

3 特 別 利 益 10

1 過 年 度 損 益 修 正 益 10

1 過 年 度 損 益 修 正 益 10 過年度損益修正益

款 項 目 節 予定額 備　　考

不用品売却益

流域下水道維持管理負担金精算金等



支　　出

1 下 水 道 事 業 費 用 3,814,356 千円

1 営 業 費 用 3,535,976

1 管 渠 費 256,468

1 給 料 37,024

2 手 当 等 30,429 1,587 千円

1,254 千円

6,379 千円

648 千円

580 千円

100 千円

2,100 千円

10,222 千円

7,019 千円

540 千円

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 4,480 賞与引当金計上のための繰入額

4 法 定 福 利 費 14,323 職員共済組合負担金

5 法 定 福 利 費 886 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

6 備 消 耗 品 費 734 事務事業用備品消耗品費

7 被 服 費 64 作業服等購入費

8 燃 料 費 742 事業用燃料費

9 印 刷 製 本 費 71 図面等印刷費

10 光 熱 水 費 136 光熱水費

11 修 繕 費 44 器具及び車両修繕費

12 使 用 料 777 下水道台帳機器使用料

13 委 託 料 92,168 管渠浚渫業務委託等

14 工 事 請 負 費 71,400 雨水桝等設置工事

15 材 料 費 3,190 修繕工事用材料費

2 ポ ン プ 場 費 369,010

1 給 料 11,502

2 手 当 等 9,157 873 千円

款 項 目 節 予定額 備　　考

一 般 職 給

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当

一 般 職 給

管 理 職 手 当



千円 78 千円

1,993 千円

187 千円

50 千円

1,000 千円

2,933 千円

2,043 千円

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,588 賞与引当金計上のための繰入額

4 法 定 福 利 費 3,998 職員共済組合負担金

5 法 定 福 利 費 327 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

6 備 消 耗 品 費 21 事務事業用備品消耗品費

7 薬 品 費 54 ポンプ場用薬品費

8 燃 料 費 20 事業用燃料費

9 光 熱 水 費 7,274 光熱水費

10 修 繕 費 215 器具及び車両修繕費

11 通 信 運 搬 費 1,495 電話料等

12 委 託 料 227,312 ポンプ場運転操作等業務委託等

13 工 事 請 負 費 46,010 ポンプ場施設維持補修工事費

14 材 料 費 193 修繕材料費等

15 動 力 費 59,844 事業用動力費

3 処 理 場 費 363,431

1 給 料 7,263

2 手 当 等 6,519 318 千円

1,213 千円

50 千円

1,000 千円

2,010 千円

1,373 千円

240 千円

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,539 賞与引当金計上のための繰入額

4 法 定 福 利 費 2,782 職員共済組合負担金

款 項 目 節 予定額 備　　考

扶 養 手 当

地 域 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

一 般 職 給

扶 養 手 当

地 域 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当



5 法 定 福 利 費 280 千円 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

6 備 消 耗 品 費 804 事務事業用備品消耗品費

7 被 服 費 17 作業服等購入費

8 薬 品 費 5,778 処理場用薬品費

9 燃 料 費 179 事業用燃料費

10 光 熱 水 費 3,689 光熱水費

11 修 繕 費 210 器具及び車両修繕費

12 通 信 運 搬 費 1,153 電話料等

13 使 用 料 15 放送受信料

14 賃 借 料 126 複写機賃借料

15 委 託 料 246,804 処理場運転操作等業務委託等

16 工 事 請 負 費 37,320 処理場施設維持補修工事費

17 材 料 費 309 修繕材料費等

18 動 力 費 48,644 事業用動力費

4 総 係 費 286,166

1 給 料 18,109

2 手 当 等 34,060 987 千円

156 千円

3,081 千円

960 千円

411 千円

2,100 千円

5,174 千円

3,654 千円

17,537 千円

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,286 賞与引当金計上のための繰入額

4 退 職 給 付 費 39,150 退職給付引当金計上のための繰入額

5 法 定 福 利 費 8,280 7,475 千円

333 千円

472 千円

6 法 定 福 利 費 420 法定福利費引当金計上のための繰入額

引 当 金 繰 入 額

款 項 目 節 予定額 備　　考

一 般 職 給

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

退 職 手 当

職 員 共 済 組 合 負 担 金

社 会 保 険 料

地 方 公 務 員 災 害 補 償 負 担 金



7 厚 生 費 397 千円 職員定期健康診断料等厚生費

8 災 害 補 償 費 1 災害補償費

9 旅 費 781 普通旅費

10 備 消 耗 品 費 175 事務事業用備品消耗品費

11 印 刷 製 本 費 276 予算書及び決算書印刷費

12 修 繕 費 992 車両修繕費等

13 通 信 運 搬 費 727 郵便及び電話料等

14 手 数 料 61 事務検査手数料

15 保 険 料 1,322 自動車及び火災保険料

16 委 託 料 11,822 ソフトウェア保守委託料等

17 会 費 及 び 負 担 金 161,980 日本下水道協会費

徴収負担金

西三荘抽水所維持管理負担金

18 交 付 金 456 職員厚生会に対する交付金

19 研 修 費 243 研修会参加費

20 補償補填及び賠償金 1 下水道施設等賠償金

21 償 還 金 10 下水道使用料過誤納償還金

22 公 租 公 課 費 117 自動車重量税等

23 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,500 貸倒引当金計上のための繰入額

5 減 価 償 却 費 1,800,171

1 有 形 固 定 資 産 1,582,328 49,268 千円

減 価 償 却 費 1,231,616 千円

301,110 千円

197 千円

137 千円

2 無 形 固 定 資 産 217,843 流域下水道施設利用権等減価償却費

減 価 償 却 費

6 資 産 減 耗 費 22,000

1 固 定 資 産 除 却 費 22,000 管渠等除却費

7 流 域 下 水 道 維 持 438,730

管 理 負 担 金

1 流 域 下 水 道 維 持 438,730

管 理 負 担 金

款 項 目 節 予定額 備　　考

建 物 減 価 償 却 費

構 築 物 減 価 償 却 費

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 費

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 費

工具、器具及び備品減価償却費

流域下水道維持管理負担金



2 営 業 外 費 用 274,880 千円

1 支 払 利 息 及 び 234,380

企 業 債 取 扱 諸 費

1 企 業 債 利 息 231,380 既往債に対する利息

2 一 時 借 入 金 利 息 3,000 一時借入金利息

2 消 費 税 及 び 40,000

地 方 消 費 税

1 消 費 税 及 び 40,000 消費税及び地方消費税納付税額

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 500

1 そ の 他 雑 支 出 500

3 特 別 損 失 3,000

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,000

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,000 過年度損益修正損

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

1 予 備 費 500

款 項 目 節 予定額 備　　考

その他雑支出



収　　入

1 資 本 的 収 入 2,173,890 千円

1 企 業 債 1,424,800

1 企 業 債 1,424,800

1 建 設 改 良 費 債 1,424,800 1,345,900 千円

78,900 千円

2 他 会 計 負 担 金 77,990

1 他 会 計 負 担 金 77,990

1 他 会 計 負 担 金 77,990

3 国 庫 補 助 金 671,000

1 国 庫 補 助 金 671,000

1 国 庫 補 助 金 671,000 国庫補助事業に充当する補助金

4 負 担 金 等 100

1 受 益 者 負 担 金 100

1 受 益 者 負 担 金 100 受益者負担金

支　　出

1 資 本 的 支 出 3,436,477

1 建 設 改 良 費 2,224,655

1 管 渠 整 備 費 1,776,926

1 給 料 21,431

2 手 当 等 18,913 714 千円

378 千円

3,588 千円

648 千円

351 千円

100 千円

3,000 千円

5,774 千円

資本的収入及び支出

款 項 目 節 予定額 備　　考

管渠及びポンプ場並びに処理

場整備事業に充当する企業債

寝屋川北部流域下水道事業費債

企業債元金の資本的支出に係る一般会計負担金

款 項 目 節 予定額 備　　考

一 般 職 給

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当



千円 4,060 千円

300 千円

3 法 定 福 利 費 7,915 職員共済組合負担金

4 備 消 耗 品 費 486 事務事業用備品消耗品費

5 被 服 費 31 作業服等購入費

6 燃 料 費 89 事業用燃料費

7 印 刷 製 本 費 30 図面等印刷費

8 手 数 料 80 境界道路認定手数料

9 使 用 料 583 積算システム使用料

10 委 託 料 70,684 管渠関連業務委託等

11 工 事 請 負 費 1,626,684 管渠更新工事費等

12 会 費 及 び 負 担 金 30,000 移設負担金

2 ポ ン プ 場 整 備 費 395,325

1 給 料 21,556

2 手 当 等 18,769 714 千円

1,074 千円

3,735 千円

324 千円

505 千円

50 千円

1,300 千円

6,216 千円

4,231 千円

620 千円

3 法 定 福 利 費 8,475 職員共済組合負担金

4 委 託 料 31,395 ポンプ場関連業務委託等

5 工 事 請 負 費 315,130 ポンプ設備更新工事費等

3 処 理 場 整 備 費 52,404

1 給 料 14,455

2 手 当 等 12,922 816 千円

2,444 千円

324 千円

款 項 目 節 予定額 備　　考

勤 勉 手 当

児 童 手 当

一 般 職 給

管 理 職 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当

一 般 職 給

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当



千円 727 千円

50 千円

1,300 千円

4,047 千円

2,734 千円

480 千円

3 法 定 福 利 費 5,737 職員共済組合負担金

4 工 事 請 負 費 19,290 処理場更新工事費等

2 固 定 資 産 購 入 費 179,822

1 有 形 固 定 資 産 1,143

購 入 費 1 工 具・ 器 具 及 び 備 品 1,143 調査用備品等

2 無 形 固 定 資 産 178,679

購 入 費 1 寝 屋 川 北 部 流 域 144,162 流域下水道建設負担金

下 水 道 建 設 負 担 金

2 施 設 利 用 権 購 入 2,144 大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事業負担金

西三荘抽水所建設負担金

3 その他無形固定資産 32,373 各種ソフトウェア等

3 企 業 債 償 還 金 1,032,000

1 企 業 債 償 還 金 1,032,000

1 企 業 債 償 還 金 1,032,000 既往債償還元金

款 項 目 節 予定額 備　　考

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

児 童 手 当



1 営 業 収 益 3,580,306 千円 82.4 ％ 3,664,757 千円 81.4 ％ 84,451 千円

1 下 水 道 使 用 料 2,340,000 53.9 2,350,000 52.2 10,000

2 下水道施設使用料 914 0.0 755 0.0 △ 159

3 雨 水 処 理 負 担 金 1,239,050 28.5 1,313,676 29.2 74,626

4 その他の営業収益 342 0.0 326 0.0 △ 16

2 営 業 外 収 益 765,487 17.6 838,116 18.6 72,629

1 受取利息及び配当金 0 0.0 0 0.0 0

2 他 会 計 負 担 金 35,662 0.8 32,334 0.7 △ 3,328

3 長 期 前 受 金 戻 入 697,020 16.0 765,841 17.0 68,821

4 雑 収 益 32,805 0.8 39,941 0.9 7,136

3 特 別 利 益 10 0.0 10 0.0 0

1 過年度損益修正益 10 0.0 10 0.0 0

4,345,803 100.0 4,502,883 100.0 157,080

収益的収入予算対前年度比較表

項　　　目 前年度 構成比 当年度 構成比 増　減

計



1 人 件 費 298,485 千円 8.1 ％ 234,402 千円 6.1 ％ △ 64,083 千円

1 直 接 人 件 費 250,980 6.8 203,106 5.3 △ 47,874

2 付 帯 人 件 費 47,505 1.3 31,296 0.8 △ 16,209

2 物 件 費 1,275,000 34.8 1,479,403 38.8 204,403

1 動 力 費 119,466 3.3 108,488 2.8 △ 10,978

2 光 熱 水 費 11,028 0.3 11,099 0.3 71

3 修 繕 費 1,274 0.0 1,461 0.0 187

4 材 料 費 3,476 0.1 3,692 0.1 216

5 薬 品 費 5,076 0.1 5,832 0.2 756

6 委 託 料 614,504 16.8 578,106 15.2 △ 36,398

7 工 事 請 負 費 125,065 3.4 154,730 4.1 29,665

8 流 域 下 水 道 380,226 10.4 438,730 11.5 58,504

維 持 管 理 負 担 金

9 そ の 他 14,885 0.4 177,265 4.6 162,380

3 減 価 償 却 費 1,751,833 47.9 1,800,171 47.1 48,338

4 資 産 減 耗 費 22,000 0.6 22,000 0.6 0

5 支 払 利 息 及 び 269,493 7.4 234,380 6.2 △ 35,113

企 業 債 取 扱 諸 費 1 企 業 債 利 息 266,493 7.3 231,380 6.1 △ 35,113

2 一 時 借 入 金 利 息 3,000 0.1 3,000 0.1 0

6 そ の 他 の 費 用 43,600 1.2 44,000 1.2 400

3,660,411 100.0 3,814,356 100.0 153,945

性質別収益的支出予算対前年度比較表

項　　　目 前年度 構成比 当年度 構成比 増　減

計



1 営 業 費 用 3,347,318 千円 91.3 ％ 3,535,976 千円 92.7 ％ 188,658 千円

1 管 渠 費 257,434 7.0 256,468 6.7 △ 966

2 ポ ン プ 場 費 374,679 10.2 369,010 9.7 △ 5,669

3 処 理 場 費 367,622 10.0 363,431 9.5 △ 4,191

4 総 係 費 193,524 5.3 286,166 7.5 92,642

5 減 価 償 却 費 1,751,833 47.8 1,800,171 47.2 48,338

6 資 産 減 耗 費 22,000 0.6 22,000 0.6 0

7 流 域 下 水 道 380,226 10.4 438,730 11.5 58,504

維 持 管 理 負 担 金

2 営 業 外 費 用 309,593 8.6 274,880 7.2 △ 34,713

1 支 払 利 息 及 び 269,493 7.4 234,380 6.2 △ 35,113

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消費税及び地方消費税 40,000 1.2 40,000 1.0 0

3 雑 支 出 100 0.0 500 0.0 400

3 特 別 損 失 3,000 0.1 3,000 0.1 0

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,000 0.1 3,000 0.1 0

2 そ の 他 特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0

4 予 備 費 500 0.0 500 0.0 0

3,660,411 100.0 3,814,356 100.0 153,945

目的別収益的支出予算対前年度比較表

項　　　目 前年度 構成比 当年度 構成比 増　減

計



下水道事業施工予定図

梶ポンプ場雨水ポンプ№2設備工事

八雲ポンプ場門扉ほか改修工事

大枝調整池揚水ポンプ2号逆止弁設備工事

大枝第2ポンプ場汚水沈砂掻揚機1号整備工事

下水道管渠耐震化工事第1工区

松下菊水放流幹線築造工事【Ｈ29～Ｈ31】

下水道管渠耐震化工事第2工区

下水道改築工事第1工区

下水道改築工事第2工区

本町松下線築造工事（その1）【Ｈ31～Ｈ32】

マンホールトイレ設置工事

マンホールトイレ水源設備設置工事

守口処理場A系最初沈殿池№1・2スカムスキマー改良工事

大枝寺方線築造工事【H31～H32】
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下水道事業施工予定詳細図

下水道管渠耐震化工事第1工区

大枝公園
（西側）

大枝公園
（東側）

大枝南町 東光町2丁目

下水道管渠耐震化工事第2工区


